
※　目次には、ＪＩＳ第一・第二水準範囲内の文字を使用しています。

平成２８年１２月２０日
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津市告示第２０９号 

下記の者の平成２７年度国民健康保険料納入通知書は、住所居所不明のため

送達することができないので、国民健康保険法（昭和１３年法律第６０号）第

７８条により準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により公示送達する。 

なお、この公示送達に係る関係書類は、津市健康福祉部保険医療助成課で保

管し、送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２８年１２月５日 

津市長 前 葉 泰 幸   

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○○ 

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○ 
○○○○○○○○ ○○○○○○ 

○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○ 



津市告示第２１０号 

下記の者の平成２８年度国民健康保険料納入通知書は、住所居所不明のため

送達することができないので、国民健康保険法（昭和１３年法律第６０号）第

７８条により準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により公示送達する。 

なお、この公示送達に係る関係書類は、津市健康福祉部保険医療助成課で保

管し、送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２８年１２月５日 

津市長 前 葉 泰 幸   

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

○○○○○○○○○○ ○○○○○ ○○○○ 

○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○ 

○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○ 

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○ ○○○ ○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○ ○○ ○ 



津市告示第２１１号 

 下記の者の市民税県民税督促状は、住所居所不明のため送達することができ

ないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により

公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２８年１２月５日 

津市長 前 葉 泰 幸   

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

○○○○○○○○○ ○○ ○○○○ 平成２６年度市民税県民

税督促状第２期から第４

期まで 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第２１２号 

 下記の者の差押調書（謄本）及び配当計算書（謄本）は、住所居所不明のた

め送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２

０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２８年１２月５日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 差押調書（謄本）及び

配当計算書（謄本） 

○○○○○○○○○○○○○

○○○○ ○○○○○○ 

○○ ○○ 差押調書（謄本）及び

配当計算書（謄本） 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第２１３号 

 下記の者の差押解除通知書及び参加差押解除通知書は、住所居所不明のため

送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０

条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２８年１２月５日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 差押解除通知書 

参加差押解除通知書 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第２１４号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１２条第２項、第１３条第２項及び第１４条に基づき撤去し、保管している

自転車について、同条例第１６条第２項の規定により次のとおり告示する。 

 平成２８年１２月５日 

            津市長 前 葉 泰 幸   

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

東丸之内地内 １ 平成２８年１０月３１日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月 １日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 ４ 平成２８年１１月 １日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月 ４日

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月 ４日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月 ７日

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月 ７日

久居駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月 ７日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月 ９日

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２８年１１月 ９日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２８年１１月１１日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月１１日

広明町地内 １ 平成２８年１１月１１日

大門地内 ３ 平成２８年１１月１１日

大門地内 １ 平成２８年１１月１５日

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月１６日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２８年１１月１７日

八町三丁目地内 １ 平成２８年１１月１７日

高洲町地内 １ 平成２８年１１月１７日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月２１日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月２２日

津駅西第一公共自転車等駐車場 ２１ 平成２８年１１月２４日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月２５日



津駅西第二公共自転車等駐車場 １９ 平成２８年１１月２５日

津駅西第三公共自転車等駐車場 ６ 平成２８年１１月２５日

丸之内養正町地内 １ 平成２８年１１月２９日

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２８年１１月３０日

２ 保管期間 

   告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第２１５号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第５１条の２０の規定により指定特定相談支援事業者及び児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２８の規定により指定障害

児相談支援事業者を次のとおり指定したので、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律第５１条の３０第２項及び児童福祉法第２４条

の３７第１項の規定により告示する。 

平成２８年１２月６日 

津市長 前 葉 泰 幸 

１ 事業者の名称 

  特定非営利活動法人ホワイトライフ 

２ 事業所の名称 

  相談支援センターかさ 

３ 事業所の所在地 

  津市木造町９４１番地 

４ 指定年月日 

平成２８年１２月１日 

５ 指定事業の種類 

特定相談支援、障害児相談支援 

６ 事業所番号 

   特定相談支援事業所  ２４３０５０２４１５ 

   障害児相談支援事業所 ２４７０５００５３５ 



津市告示第２１６号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に

基づき、津市駐車場事業の業務の状況を次のとおり公表する。 

  平成２８年１２月８日 

津市長 前 葉 泰 幸 

１ 事業の概況 

駐車場事業は、お城東駐車場、フェニックス通り駐車場、アスト駐車場及

びポルタひさい駐車場を運営し、市街地における自動車の駐車需要に応ずる

よう努めている。 

平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日までの利用状況は、次のと

おり。 

 利用台数   ４１７，５６５台（前年同期 ４１９，３９８台） 

 一日平均台数   ２，２８２台（前年同期   ２，２９２台） 

２ 経理の状況 

平成２８年度上半期の経理の状況は、損益計算書（別表１）及び貸借対照

表（別表２）のとおり。 

３ 前年度事業の決算状況 

別冊のとおり。 



1 営業収益

2 営業費用

3 営業外収益

4 営業外費用

経 常 利 益 63,898,109

当 期 純 利 益 63,898,109

前年度繰越利益剰余金 0

当期未処分利益剰余金 63,898,109

（１） 支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 3,073,229 3,073,229 △ 2,363,336

（１） 受取利息及び配当金 223,545

（２） 雑 収 益 486,348 709,893

117,496,750 117,496,750

営 業 利 益 66,261,445

（１） 駐 車 場 管 理 費 51,235,305 51,235,305

別表１

平成２８年度上半期津市駐車場事業損益計算書
（平成28年4月1日から同年9月30日まで）

（単位　円）

（１） 駐 車 収 益



1

2

別表２

カ リ ー ス 資 産 9,645,000

減価償却累計額 △ 3,472,200

11,505,190

　平成２８年度津市駐車場事業貸借対照表
（平成２８年９月３０日）

2,504,104,009

291,850,559

資 産 合 計

284,253,059

ア 土 地

5,041,259

6,172,800

（１）

△ 1,016,690

現 金 預 金

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

有形固定資産合計

2,212,253,450

2,212,253,450

流 動 資 産 合 計

△ 6,463,931

（３） その他流動資産

イ

減価償却累計額

ウ 1,070,200

△ 90,260,570 4,164,912

1,341,894,151

53,510

（単位　円）
資　産　の　部

有 形 固 定 資 産（１）

固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

エ 94,425,482

構 築 物

オ

7,597,500

△ 572,668,593 854,926,818

1,427,595,411

工具、器具及び備品



3

4

注

負 債 合 計 416,759,044

流 動 負 債 合 計 28,543,862

イ 法定福利費引当金 110,911 742,640

（６） その他流動負債 500,000

（５） 引 当 金

ア 賞 与 引 当 金 631,729

8,934,140

（３） リ ー ス 債 務 337,575

（４） 前 受 金 2,087,400

ア 他 会 計 借 入 金 2,248,480

イ 建設改良等他会
計 借 入 金 6,685,660

ア 建設改良等企業債 15,942,107 15,942,107

（２） 他 会 計 借 入 金

流 動 負 債

（１） 企 業 債

固 定 負 債 合 計 388,215,182

（３） 引 当 金

ア 退職給付引当金 1,559,745 1,559,745

ア 建設改良等企業債

ア 建設改良等他会
計 借 入 金 236,495,659 236,495,659

150,159,778 150,159,778

（２） 他 会 計 借 入 金

負　債　の　部

固 定 負 債

（１） 企 業 債



5

6

（注） １　有価証券の評価方法は、期末帳簿価額（原価法）をもって期末評価額としている。
　　　 ２  固定資産（償却資産）の減価償却の方法は、定額法によって取得の翌年度から行っている。
注

資　本　の　部

資 本 金

（１） 自 己 資 本 金 1,810,900,506 1,810,900,506

資 本 金 合 計 1,810,900,506

剰 余 金

（１） 利 益 剰 余 金

ア 減 債 積 立 金 159,676,771

イ 建設改良積立金 52,869,579

ウ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 63,898,109

利 益 剰 余 金 合 計 276,444,459

剰 余 金 合 計 276,444,459

資 本 合 計 2,087,344,965

負 債 資 本 合 計 2,504,104,009



平成２７年度

津市駐車場事業会計決算書
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第　１　決　算　書　類



認定第15号

（１）　収益的収入及び支出

　収　　入

　支　　出

（２）　資本的収入及び支出

　支　　出

0

0

他会計長期借
入 金 償 還 金

0 0

企業債償還金

38,244,000

0

0

補正予算額

0

11,051,000

第2項

小　計

小　計

0

予備費
支出額 第3項の規定

による支出額

第3項 38,244,000 0 0

営 業 費 用

 資本的収入額が資本的支出額に不足する額73,524,871円は、当年度分損益勘定留保資金40,041,132円及び

0

0

地方公営企業
法第26条の規

継続費
逓　 次
繰越額

0

定による繰越
額

予　　　　　　　算　　　　　　　額

193,666,000

0

0 011,051,000 0

31,231,000

16,070,000

第1項 建 設 改 良 費

31,231,000

80,526,000

地方公営企
業法第24条流　 用

増減額

区　　　　　分
当初予算額

0

0

0 1,190,000 0

0

0

区　　　　　分

第１款 駐車場事業費用

14,880,000第２項 営 業 外 費 用

当初予算額 補正予算額

第１項

0

0

208,546,000 0

258,651,000

256,852,000

1,799,000

予　　　　　　　算　　　　　　　額

第１款 駐車場事業収益

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

１　　 平　成　２７　年　度　津　市

0

0

0

0

合　計
区　　　　　分

当初予算額 補正予算額

予　　　　　　　算　　　　　　　額

地方公営企業法第24条第3項
の 規 定に よ る支 出額 に係 る財
源充当額

258,651,000

256,852,000

1,799,000

0

△ 1,190,000 192,476,000

208,546,000

0

流　 用
増減額

80,526,000第１款 資 本 的 支 出
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4,050,900

31,231,000

38,244,000

31,230,164

0

合　計

0

38,243,807 193

0

合 計

00

836

地方公営企業

0 0

7,000,100

0

決 算 額

11,051,000

73,524,871

運転資金33,483,739円で補てんした。

（単位　　円）

0

16,068,485

23,133,978

7,001,129

（うち、仮払消費税及び地方消費税
                                464,000円）

翌年度繰越額

額
定による繰越

継続費
逓　 次
繰越額

法第26条の規

0

（うち、仮払消費税及び地方消費税
　　　　　　　　　　　　9,023,696円）

0

0

0

備　　　　考

地方公営企業
法第26条第2
項の規定によ

不 用 額

不 用 額

23,135,493

第26条第2項の
規定による繰越

0

（単位　　円）

額

備　　　　考

0

地方公営企業法

244,300,100

1,979,320

（うち、仮受消費税及び地方消費税　18,095,099円）

△ 12,371,580

△ 12,551,900

駐　車　場　事　業　決　算　報　告　書

予 算 額 に 比 べ

平成　　　年　　　月　　　日認定

（単位　　円）

備　　　　　　　　　　　　　考決 算 額

る 繰 越額
合　計

（うち、仮受消費税及び地方消費税　125,717円）

246,279,420

（△）
決 算 額 の 増 減

16,070,000

180,320

169,342,022

決 算 額

208,546,000

192,476,000

0

0

0

185,410,507

消費税及び地方消費税納付額
　　　　　　　　　　　　9,190,000円

1,515

80,526,000
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1 営業収益

2 営業費用

3 営業外収益

4 営業外費用

65,886,675

（１） 受取利息及び配当金 282,461

（２） 雑 収 益 1,578,262 1,860,723

（２） 減 価 償 却 費 40,041,132 160,318,326

営 業 利 益

226,205,001 226,205,001

（１） 駐 車 場 管 理 費 120,277,194

駐 車 収 益

２　平成２７年度津市駐車場事業損益計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

当 年 度 純 利 益

（１）
企業債取扱諸費
支 払 利 息 及 び

（１）

（単位　円）

経 常 利 益

△ 5,017,762

60,868,913

6,878,485 6,878,485

60,868,913

60,868,913

0
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（注） １　この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示している。

（注） １　この計算書における△表記は、減少又は欠損を示している。

処分後残高 1,810,900,506

４　平成２７年度津市駐車場事業剰余金処分計算書

前年度末残高

処分後残高

当年度末残高

当年度変動額

0

52,869,579

0

9,274,294

0

47,213,239

60,868,9130 0当年度純利益

資本金

△ 60,868,913

60,868,913

60,868,913

60,868,913

条例による処分額

△ 60,868,913

0

0

52,869,579

1,810,900,506

2,023,446,856

0

98,807,858

減債積立金の積立

（当年度未処分利益剰余金）

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

　３　平成２７年度津市駐車場事業剰余金計算書

60,868,913

資本合計

151,677,437 1,962,577,943

未処分利益剰余金

 （単位　円）

未処分利益剰余金か
ら減債積立金への振
替

0

 （単位　円）

未 処 分 利 益
剰 余 金

減 債 積 立 金

0

1,810,900,506

(前年度未処分利益剰余金）

151,677,437

60,868,913

建 設 改 良
積 立 金

剰余金

剰 余 金 合 計

△ 51,594,619

0

51,594,619

52,869,579

0

47,213,239

0

51,594,619

0

当年度末残高 1,810,900,506 212,546,350

資本金

前年度処分額

0

51,594,619

00

60,868,913

1,962,577,9431,810,900,506

0 51,594,619
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1

2

流 動 資 産 合 計 269,575,016

資 産 合 計 2,481,828,466

（３） そ の 他 流 動 資 産 500,000

（１） 現 金 預 金 269,058,401

（２） 未 収 金 16,615

固 定 資 産 合 計 2,212,253,450

流 動 資 産

6,172,800

有 形 固 定 資 産 合 計 2,212,253,450

カ リ ー ス 資 産 9,645,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,472,200

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,463,931 5,041,259

オ 工具、器具及び備品 11,505,190

減 価 償 却 累 計 額 △ 90,260,570 4,164,912

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,016,690 53,510

エ 機 械 及 び 装 置 94,425,482

ウ 構 築 物 1,070,200

減 価 償 却 累 計 額 △ 572,668,593 854,926,818

イ 建 物 1,427,595,411

ア 土 地 1,341,894,151

　５　平成２７年度津市駐車場事業貸借対照表
（平成２８年３月３１日）

（単位　円）
資　産　の　部

固 定 資 産

（１） 有 形 固 定 資 産
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3

4

注

5

6

剰 余 金 合 計 212,546,350

資 本 合 計 2,023,446,856

負 債 資 本 合 計 2,481,828,466

ウ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 60,868,913

利 益 剰 余 金 合 計 212,546,350

ア 減 債 積 立 金 98,807,858

イ 建設改良積立金 52,869,579

（１） 利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計 1,810,900,506

剰 余 金

（１） 自 己 資 本 金 1,810,900,506 1,810,900,506

資 本 金

資　本　の　部

負 債 合 計 458,381,610

流 動 負 債 合 計 70,166,428

742,640

（７） その 他流動負債 500,000

（６） 引 当 金

ア 賞 与 引 当 金 631,729

イ 法定福利費引当金 110,911

（５） 前 受 金 1,316,700

22,294,402

（３） リ ー ス 債 務 2,025,450

（４） 未 払 金 11,534,701

ア 他 会 計 借 入 金 8,962,957

イ 建設改良等他会
計 借 入 金 13,331,445

ア 建設改良等企業債 31,752,535 31,752,535

（２） 他 会 計 借 入 金

流 動 負 債

（１） 企 業 債

固 定 負 債 合 計 388,215,182

（３） 引 当 金

ア 退職給付引当金 1,559,745 1,559,745

ア 建設改良等他会
計 借 入 金 236,495,659 236,495,659

（２） 他 会 計 借 入 金

負　債　の　部

固 定 負 債

（１） 企 業 債

ア 建設改良等企業債 150,159,778 150,159,778
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（注） １　有価証券の評価方法は、期末帳簿価額（原価法）をもって期末評価額としている。
　　　 ２  固定資産（償却資産）の減価償却の方法は、定額法によって取得の翌年度から行っている。

平成２８年８月３０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　津市長　　前　葉　泰　幸
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第　２　決　算　附　属　書　類
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１ 平成２７年度津市駐車場事業報告書

（１）概 況

ア 総括事項

平成２７年度の津市駐車場事業での駐車台数は、お城東駐車場、フェニックス通

り駐車場、アスト駐車場及びポルタひさい駐車場を合わせて延べ８１９，４４８台

の利用があり、利用台数は、対前年比４８，００２台、約６．２％の増加となりま

した。

経営状況につきましては、収益の面では営業収益の駐車収益が２２６，２０５，

００１円（消費税込額２４４，３００，１００円）となっており、対前年比１４，

６９５，５６１円、約６．１％の減少となりました。

また、営業外収益は１，８６０，７２３円（消費税込額１，９７９，３２０円）

であります。

従いまして、総収益は２２８，０６５，７２４円（消費税込額２４６，２７９，

４２０円）となりました。

一方、費用の面では駐車場管理費等の営業費用が１６０，３１８，３２６円（消

費税込額１６９，３４２，０２２円）、営業外費用が６，８７８，４８５円（消費税

込額に確定申告による消費税納付額を含めた額１６，０６８，４８５円）で、総費

用額は、１６７，１９６，８１１円（消費税込額に確定申告による消費税納付額を

含めた額１８５，４１０，５０７円）となりました。

この結果、収支差引６０，８６８，９１３円の純利益となり、利益剰余金６０，

８６８，９１３円となりました。

今後におきましても、駐車場事業の恒常的な安定化を図り、なお一層の経営改善

に努めるとともに、各施設の効率的な運営に努めてまいります。
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　　イ　　議会議決事項

　　ウ　　職員に関する事項

人 人

人 人

備　　　　考

（１）

（１）

１

（１）

（　　　）は前年度末現在

議案 72

１
計

28.3.28

１

（１）
経 営 部 門

区　　　　　分

議案番号 議決年月日

認定 14

件　　　　　　　　　名

１

職　　　　　　員 計

27.8.25 27.9.28平成26年度　津市駐車場事業会計決算

提出年月日

平成 平成

平成28年度　津市駐車場事業会計予算 平成 28.2.29 平成
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（２）　業　務

　　ア　業　務　量

収 容 台 数 （Ａ） 1,020 台 1,020 台 0 台 100.0 ％

利 用 台 数 819,448 台 771,446 台 48,002 台 106.2 ％

一日平均台数 （Ｂ） 2,244 台 2,121 台 123 台 105.8 ％

回 転 率 Ｂ / Ａ 2.20 2.08 0.12 105.8 ％

　　イ　事業収入に関する事項

営 業 収 益 226,205,001 円 240,900,562 円 円

営 業 外 収 益 1,860,723 円 1,374,409 円 円

計 228,065,724 円 242,274,971 円 円

　　ウ　事業費用に関する事項

営 業 費 用 160,318,326 円 182,888,854 円 円

営 業 外 費 用 6,878,485 円 7,791,498 円 円

計 167,196,811 円 190,680,352 円 円△ 23,483,541

支　　出　　額

平成２７年度
科　　　目 備 考

△ 22,570,528

△ 913,013

事　　　項

科　　　目
平成２６年度

平成２６年度

△ 14,695,561

486,314

比較増減（△）

△ 14,209,247

備 考

平成２７年度

収　　入　　額
比較増減（△）

平成２６年度
比　　　較

備 考

平成２７年度

増減（△） 比　率
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ア　企業債の概況

円 円 円 円

ア　決算報告書は税込み処理を行っている。

イ　財務諸表（損益計算書、剰余金計算書、剰余金処分計算書、貸借対照表、キャッシュ・フロー

    計算書）は税抜き処理を行っている。

0 10,710,658 73,938,916

213,142,477 0 31,230,164

20,519,506 107,973,397地方公共団体金融機構

株式会社 かんぽ生命保険

（４）　その他会計処理に関する重要事項

合　　　　　　計

84,649,574

181,912,313

128,492,903 0

（３）　会　計

借　　入　　先 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高
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（単位：円）

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 60,868,913

減価償却費 40,041,132

受取利息及び受取配当 △ 282,461

支払利息 6,878,485

未収金の増減額（△は増額） 427,476

未払金の増減額（△は減少） △ 23,608,740

引当金の増減額 1,651,247

前受金の増減額 95,550

小　　計 86,071,602

利息及び配当金の受取額 282,461

利息の支払額 △ 6,878,485

業務活動によるキャッシュ・フロー 79,475,578

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー

未払金の増減額（△は減少） 337,575

投資活動によるキャッシュ・フロー 337,575

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 31,230,164

建設改良等に充てるための他会計借入金の返済による支出 △ 38,243,807

リース債務の支払 △ 4,050,900

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 73,524,871

資金増加額（又は減少額） 6,288,282

資金期首残高 262,770,119

資金期末残高 269,058,401

２　平成２７年度津市駐車場事業キャッシュ・フロー計算書

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）
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受取利息及び
配 当 金 282,461

167,196,811

その他雑収益

３　収益費用明細書
（単位　円）収　　益

目 金　　　　　額款　　　　　　項

駐車場事業収益

営 業 収 益

金　　　　　額

228,065,724

費　　用

款　　　　　　項 目 節

駐 車 収 益

駐 車 収 益

節

226,205,001

226,205,001

226,205,001

備　　考

1,860,723営 業 外 収 益

雑 収 益

受 取 利 息 282,461

1,578,262

647,962

（単位　円）

通 信 運 搬 費

備　　考

160,318,326

光 熱 水 費

駐車場事業費用

営 業 費 用

手 当 等

旅 費

7,996,552

印 刷 製 本 費

駐車場管理費

6,928,233備 消 品 費

法 定 福 利 費

51,440

2,352,000

740,773

120,277,194

191,986

委 託 料

賃 借 料

1,982,095

給 料

177,650

1,314,840

59,983,904

行 政 財 産
使 用 料 930,300

賞 与 引 当 金
繰 入 額

退 職 給 付 費

435,448

法 定 福 利 費
引当金繰入額

1,453,982

76,944
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（単位　円）

款　　　　　　項 目 節 金　　　　　額

3,409,262企 業 債 利 息

営 業 外 費 用

有形固定資産
減 価 償 却 費 40,041,132

6,878,485

3,916,172

減 価 償 却 費

支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費 6,878,485

備　　考

40,041,132

修 繕 費

借 入 金 利 息 3,469,223

342,668

負 担 金 32,332,507

保 険 料

-19-



有形固定資産

償　　　還　　　高

当年度償還高 償還高累計

平成１３．３．２９

平成１３．３．３０

計

種　　　　　　類 発行年月日 発 行 総 額

公 庫 債

政 府 債

332,700,000

４ 固 定 資 産

５ 企 業 債

0 0 11,505,190

当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

土 地

建 物

0 2,891,135,434

0 0 1,070,200

0 0 99,425,482

1,341,894,151

1,427,595,411

1,070,200

99,425,482

11,505,190

2,891,135,434

資　産　の　種　類 年度当初現在高

0 0 1,341,894,151

工具、器具及び備品

計

構 築 物

機 械 及 び 装 置

0 0 1,427,595,411

0

20,519,506 224,726,603

10,710,658 122,361,084

529,000,000 31,230,164 347,087,687

196,300,000

リ ー ス 資 産 9,645,000 0 0 9,645,000

-20-



未償還残高 備　　　　　考

備　　　　　考

発 行 価 額

5,041,259

2,217,253,450

90,260,570

1,016,690

（単位　　円）

明 細 書

明 細 書

40,041,132

36,447,615

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

0

813,417

当年度増加額 当年度減少額 累　　　　　計

1,044,000 0 6,463,931

0 572,668,593

0 0

0

年度末償却未済高

1,341,894,15100

１．６０ 平成３４． ９．３０

利　率

地方公共団体金融機構

株式会社 かんぽ生命保険

0 673,881,984

53,510

9,164,912

償　還　終　期

１．７０ 平成３３． ３．２０

854,926,818

332,700,000107,973,397

73,938,916

529,000,000181,912,313

196,300,000

0 3,472,200 6,172,8001,736,100

-21-



津市告示第２１７号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項及び津市

水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（平成１

８年津市条例第２１９号）第８条の規定に基づき、平成２８年４月１日から同

年９月３０日までの津市水道事業、津市工業用水道事業及び津市下水道事業の

業務の状況を次のとおり公表する。 

  平成２８年１２月８日 

津市長 前 葉 泰 幸   



１ 事業の概要 

 津市水道事業 

平成２８年４月１日から同年９月３０日までの業務量につきまして、９

月末現在の給水戸数は１２９，９４１戸、配水量は 

１９，９９０，２６６ 、有収水量は１７，０９７，２６９ となりまし

た。 

経営状況としましては、収益では、営業収益２，８５８，７８０，０２６

円、営業外収益４５８，０６５，１３９円、特別利益 

５５４，２１５円で合計３，３１７，３９９，３８０円となりました。費用

では、営業費用２，７９８，８９５，９４９円、営業外費用 

１３８，２５４，７２０円、特別損失３，９２８，４１５円で合計 

２，９４１，０７９，０８４円となり、収支差引におきまして、 

３７６，３２０，２９６円の純利益となりました。 

 津市工業用水道事業 

平成２８年４月１日から同年９月３０日までの業務量につきまして、配

水量は１１５，９３５ 、有収水量は１１４，５６３ となりました。 

経営状況としましては、収益では、営業収益１０，８００，０００円と

なりました。費用では、営業費用１０，０５９，３６７円となり、収支差

引におきまして、７４０，６３３円の純利益となりました。 

 津市下水道事業 

平成２８年４月１日から同年９月３０日までの業務量につきまして、９

月末現在の使用料賦課件数は４８，９０１件、有収水量は 

６，４９０，９７７ となりました。

経営状況としましては、収益では、営業収益８０４，２６０，６２９円

、営業外収益１，５０６，８２３，６５７円、特別利益３０２，９３５円

で合計２，３１１，３８７，２２１円となりました。費用では、営業費用

３，３６９，２５４，６９０円、営業外費用６７３，７４６，７８１円、

特別損失１，７１５，７１０円で合計４，０４４，７１７，１８１円とな

り、収支差引におきまして、１，７３３，３２９，９６０円の純損失とな

りました。 



２ 経理の状況 

 津市水道事業 

   損益計算書（別表１）及び貸借対照表（別表２）のとおりであります。 

 津市工業用水道事業 

損益計算書（別表３）及び貸借対照表（別表４）のとおりであります。 

 津市下水道事業 

損益計算書（別表５）及び貸借対照表（別表６）のとおりであります。 





















津市告示第２１８号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項及び津市

農業共済条例（平成１８年津市条例第１８５号）第１４８条の規定に基づき、

平成２８年４月１日から同年９月３０日までの津市農業共済事業の業務の状況

を次のとおり公表する。 

  平成２８年１２月８日 

津市長 前 葉 泰 幸 



平成２８年度上半期 津市農業共済事業 業務状況説明書 

 

１ 事業の概要 

農作物共済の水稲について、引受人数３，７５９人、引受面積３８５，８

７９ａで、共済掛金は２，８９６，４７６円でした。 

共済事故については、平成２８年産麦（一筆方式）の被害対象者２人に、

共済金１３９，４３４円を支払いました。 

なお、水稲及び麦（災害収入共済方式）については、９月末現在、損害評

価及び出荷状況の調査中です。 

家畜共済について、４月から９月末までの引受人数９人、引受頭数２，６

４２頭（胎児２７０頭含む）で、共済掛金は２６，２６９，８９７円でした。 

共済事故については、死廃事故は３９頭で共済金５，３８６，３４８円、

病傷事故は９０５件で、共済金１０，８５５，６５０円を支払いました。 

畑作物共済（大豆共済）について、引受人数３８人、引受面積５７，７８

８ａ、農家負担共済掛金は、３，８８７，７５０円でした。 

共済事故については、前年度引受した大豆共済（全相殺方式）の被害が確

定し、被害対象者２１人に、共済金９，７０４，９７２円を支払いました。 

園芸施設共済について、４月から９月末までの引受人数延べ３５人、引受

棟数８８棟、引受面積２８，９６２㎡で、共済掛金は８７０，４２１円でし

た。 

なお、上半期の共済事故はありませんでした。。 

 

２ 経理の状況 

平成２８年４月１日から同年９月３０日までの経理状況については、損益

計算書（別表１）及び貸借対照表（別表２）のとおりです。 

 

３ 前事業年度の決算状況 

平成２７年度の決算については、平成２７年度津市農業共済事業会計決算

状況報告書（別冊）のとおりです。 



別表１

平 成 28 年 度 津 市 農 業 共 済 事 業 損 益 計 算 書
（平成28年4月1日から平成28年9月30日まで） (単位：円)

項 目
農 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

園 芸 施 設
共 済 勘 定

業 務 勘 定 総 合

1.営業収益

内 部 取 引
消 去

(1) 共 済 掛 金 2,896,476 26,269,897 3,887,750 870,421 33,924,544

(2) 交 付 金 1,126,101 1,126,101

(3) 保 険 金 41,830 7,438,016 8,734,474 16,214,320

(4) 診 療 収 入

(5) 受取診療補塡金 6,322,170 6,322,170

(6) 技 術 給 付 金 622,293 622,293

(7)
連 合 会 特 別
交 付 金

(8) 責任準備金戻入

(9) 支 払 備 金 戻 入

(10) 貸倒引当金戻入

(11) 法定積立金戻入

(12) 特別積立金戻入

(13) 受 取 補 助 金 44,000,000 44,000,000

(14) 受 取 奨 励 金 20,000 20,000

(15) 賦 課 金 5,204,494 5,204,494

(16) 受 託 収 入

(17) 損 害 防 止 収 入

(19) 事 業 勘 定 受 入

(18)

業 務 雑 収 入

受 取 損 害 防 止
事 業 負 担 金

6,600 6,600

870,421 49,231,094 107,440,522営業収益合計（Ａ） 4,064,407 40,652,376 12,622,224

(20)



項 目
農 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

園 芸 施 設
共 済 勘 定

業 務 勘 定

(単位：円)

総 合
内 部 取 引
消 去

(1) 保 険 料 1,385,684 3,023,805 701,529 5,111,018

2.営業費用

(2) 技 術 料 18,827,799 18,827,799

(3) 共 済 金 139,434 16,241,998 9,704,972 26,086,404

(4) 診 療 諸 掛

(5) 無 事 戻 金

(6) 責任準備金繰入

(7) 支 払 備 金 繰 入

(8) 貸倒引当金繰入

(9) 業 務 勘 定 繰 入

1,686,491

(11) 一 般 管 理 費 24,067,379 24,067,379

(10)

普 及 推 進 費

1,686,491支 払 賦 課 金

131,040 131,040

1,178,448

(13) 損 害 評 価 費

(12)

228,000 228,000

(14) 損 害 防 止 費 1,178,448

18,000

(16) 業 務 雑 費

(15) 18,000負 担 金

営業費用合計（Ｂ） 139,434 36,455,481 12,728,777 701,529 27,309,358 77,334,579

(17) 減 価 償 却 費

30,105,943
営業利益（営業損失）
（Ｃ）＝（Ａ）-（Ｂ）

3,924,973 4,196,895 △106,553 168,892 21,921,736



総利益（総損失）
（I）＝（G）-(H)

(8) 業務引当金繰入

(7) 業 務 雑 損 失

225,714

(5) 事 業 勘 定 繰 入

項 目
農 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

園 芸 施 設
共 済 勘 定

業 務 勘 定

(単位：円)

総 合
内 部 取 引
消 去

(1) 業 務 勘 定 受 入

3.営業外収益

(2) 受 取 寄 付 金

225,714 225,714(3) 受 取 利 息

業務引当金戻入

6.特別損失

(6)

4.営業外費用

(1)

(3) 減 損 損 失

その他特別損失 285

225,714

(1)
過 年 度
損 益 修 正 益

過 年 度
損 益 修 正 損

事業外収益合計（Ｄ）

3,924,973 4,196,895 168,892

285

22,147,450 30,331,657

純 損 失 △106,553 △106,553

純 利 益

貸 倒 損 失

(3) 業 務 支 払 利 息

(2)

741

225,714

特別損失合計（H）

特別収益合計（Ｇ）

(5)

456

456285

741

(3) その他特別利益 285

456

741

225,714

事業外費用合計（Ｅ）

５.特別利益

総利益（総損失）
（Ｆ）＝（Ｄ）-（Ｅ）

741

456

(2) 固定資産売却益

(2) 固定資産売却損



△227,473,302

9,676,670

(7) 支 払 備 金 850,416 850,416

(6) 責 任 準 備 金 9,042,508 495,941 138,221

243,322 2,594,334 11,325,173(4) 未 払 金 14,334 8,412,785 60,398

(1) 一 時 借 入 金 5,831,681 221,641,621

(5) 前 受 収 益

3.流動負債

(2) 企 業 債

(3) 他 会 計 借 入 金

(9) 退職給付引当金

農 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

園 芸 施 設
共 済 勘 定

業 務 勘 定
内 部 取 引
消 去

別表２

平 成 28 年 度 津 市 農 業 共 済 事 業 貸 借 対 照 表
（平成28年9月30日現在） (単位：円)

項 目

現 金 預 金

総 合

1.流動資産

289,426,321

(2) 一 時 貸 付 金 208,801,434 8,728,888 4,227,293 5,715,687

(1)

(3) 有 価 証 券

△227,473,302

289,426,321

3,500,000 3,500,000

(4)

未 収 金 1,244,500 8,786,123

貸倒引当金 （差
引 ）

476,774 10,673,44569,839

(5) 前 払 費 用

(6) その他流動資産

96,209

流 動 資 産 計 210,045,934 17,515,011 69,839 4,323,502 299,118,782 303,599,766

2.固定資産

(1)

減損損失累計額
( 差 引 ）

4,423,700有 形 固 定 資 産

減価償却累計額
( 差 引 ）

4,423,700

△4,202,515 △4,202,515

無 形 固 定 資 産

(3) 拠 出 金

(2)

7,021,047

224,952 224,952

6,574,910 6,574,910

7,021,047

310,620,813

固 定 資 産 計

資 産 合 計 210,045,934 17,515,011 69,839 4,323,502 306,139,829 △227,473,302

△227,473,302



(5) 修 繕 引 当 金

(2) 他 会 計 借 入 金

8,537,249

(13) 業 務 引 当 金

(10) 賞 与 引 当 金

227,735,955 △227,473,302 25,352,259

3,500,000 3,500,000

8,908,726 6,742,495 381,543

(6) 農 家 拠 出 金

(単位：円)

項 目
農 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

園 芸 施 設
共 済 勘 定

業 務 勘 定 総 合

(14) その他流動負債

4.固定負債

8,537,249

流 動 負 債 計 9,056,842

(1) 企 業 債

(4) 退職給付引当金

47,719,175 47,719,175

固 定 負 債 計 56,256,424

(7) 業 務 引 当 金

負 債 合 計 9,056,842 8,908,726 6,742,495 381,543 283,992,379

56,256,424

81,608,683△227,473,302

(1) 剰 余 金 197,064,119 4,409,390 3,773,067 205,246,576

5.資本

法 定 積 立 金 96,473,405 1,964,878 1,087,827 99,526,110

特 別 積 立 金 100,590,714 2,444,512 2,685,240 105,720,466

(2)
当年度未処分利益剰余金

3,924,973 4,196,895
(未処理欠損金)

△6,672,656 168,892 22,147,450 23,765,554

繰越利益剰余金年度末残高

(不足金）
△6,566,103 △6,566,103

当年度純利益
3,924,973 4,196,895

(純損失)
△106,553 168,892 22,147,450 30,225,104

資 本 計 200,989,092 8,606,285 △6,672,656 3,941,959 22,147,450 229,012,130

310,620,813負 債 資 本 合 計 210,045,934 17,515,011 69,839 4,323,502 306,139,829 △227,473,302

内 部 取 引
消 去

5.繰延収益

(1)

長 期 前 受 金

長期前受金収益累計額

（差引）



△1,0001,000

1,825,446 △5,739,554

83,354,256 △13,846,744

2,000 2,000

△115,917,276285,531,000

△2,000

決 算 額
予算に比べ決
算 額 の 増 減

予 算 額

園
芸
施
設
共
済
勘
定

業

務

勘

定
53,000 53,000 36,000 △17,000

△11,564,348

97,201,000

85,193,000

11,955,000

97,201,000

1 決算報告書

合 計

(1)収益的収入及び支出

当 初 予 算 額 補正予算額

地方公営企業法
第 24 条 第3 項の
規定に よ る支出
額に係る財源充
当 額

総

合
61,000

85,193,000 82,927,604 △2,265,396

11,955,000 390,652

61,000 36,000 △25,000

273,511,000 169,187,072 △104,323,928

285,531,000 169,613,724

273,511,000

収 入

1,000

76,707,000

76,704,000

7,565,000

57,883,000

第1款
共 済 事 業 収 益

第1項
営 業 収 益

第2項
営 業 外 収 益

第3項
特 別 利 益

7,568,000 7,568,000 1,825,446 △5,742,554

2,000 △2,000

57,883,000 17,061,912

△2,0002,000

1,000 △1,000

35,608,511 △41,095,489

35,608,511 △41,098,489

2,000 △2,000

17,061,912 △40,824,088

76,707,000

1,000

76,704,000

△1,000

区　　分

農
作
物
共
済
勘
定 2,000

第1款
共 済 事 業 収 益

第1項
営 業 収 益

第2項
営 業 外 収 益

第3項
特 別 利 益

390,652 △11,568,348

△14,405,401

△1,000

△14,402,401

11,959,000 11,959,000

1,000

2,000

46,166,000

57,886,000

1,000

31,763,599

△40,821,088

57,886,000

1,000

第3項
特 別 利 益

第2項
営 業 外 収 益

第3項
特 別 利 益

第1款
共 済 事 業 収 益

第1項
営 業 収 益

第2項
営 業 外 収 益

第3項
特 別 利 益

第1款
共 済 事 業 収 益

46,169,000

46,166,000

(単位：円)

平 成 ２ ７ 年 度 津 市 農 業 共 済 事 業 会 計 決 算 状 況 報 告 書

平 成 ２ ７ 年 度 津 市 農 業 共 済 事 業 決 算 報 告 書

第1項
営 業 収 益

第2項
営 業 外 収 益

家
畜
共
済
勘
定

畑
作
物
共
済
勘
定 2,000

第1款
共 済 事 業 収 益

第1項
営 業 収 益

第2項
営 業 外 収 益

第3項
特 別 利 益

第1款
共 済 事 業 収 益

第1項
営 業 収 益

7,565,000

1,000

46,169,000 31,763,599



503,000 503,000 11,303 491,697

511,000 511,000 27,929 483,071

167,372,429

4,906,986

2,000 2,000

2,000 2,000

1,000

57,882,000

57,886,000

17,164,317 40,717,683

1,000

1,000

17,164,317 40,721,683

16,626 △14,626

2,000 2,000 2,000

14,111,78232,057,218

1,000

46,165,000

1,000

4,906,986 △4,899,986

1,000

1,000,000

1,000

14,107,782

2,000

5,964,955

畑
作
物
共
済
勘
定

1,000

1,000

1,000

32,057,21846,165,000

57,886,000

第3項
特 別 損 失

43,513,407

7,000

当 初 予 算 額
区　　分

1,000

1,000

業

務

勘

定

97,201,000

7,568,000

7,564,000

1,000

1,000

支 出

76,707,000

76,703,000

46,169,000

補 正 予 算 額

予 算 額

1,000

76,703,000

46,169,000

地 方 公 営 企
業 法 第 24 条
第3項の規定
による支出額

2,000 2,000

農
作
物
共
済
勘
定

1,603,0457,568,000

5,960,955

1,000

1,000

7,564,000

家

畜

共

済

勘

定

園
芸
施
設
共
済
勘
定

2,000
第3項
特 別 損 失
第4項
予 備 費

57,882,000

1,000

33,176,967

95,691,000 78,435,967 17,255,033

1,000

決 算 額

43,526,033

1,000

76,707,000

1,000

合 計
不 用 額

33,193,593

総

合

285,531,000

11,000

1,004,000 1,004,000

284,005,000284,005,000

285,531,000

7,000

95,691,000

1,000

1,000

1,004,000

△4,895,986

162,437,514 121,567,486

118,158,571

1,000

1,603,045

97,201,000 83,354,256 13,846,744

第4項
予 備 費

第4項
予 備 費

第1款
共 済 事 業 費 用

第1項
営 業 費 用
第2項
営 業 外 費 用
第3項
特 別 損 失
第4項
予 備 費

第1款
共 済 事 業 費 用

第1項
営 業 費 用
第2項
営 業 外 費 用

第1款
共 済 事 業 費 用

第1項
営 業 費 用
第2項
営 業 外 費 用
第3項
特 別 損 失
第4項
予 備 費

第1款
共 済 事 業 費 用

第1項
営 業 費 用
第2項
営 業 外 費 用
第3項
特 別 損 失

第1款
共 済 事 業 費 用

第1項
営 業 費 用
第2項
営 業 外 費 用
第3項
特 別 損 失
第4項
予 備 費

第1款
共 済 事 業 費 用

第1項
営 業 費 用
第2項
営 業 外 費 用

11,000

1,000,000 1,000,000



(4) 診 療 収 入

営業収益合計（Ａ）

平 成 ２ ７ 年 度 津 市 農 業 共 済 事 業 損 益 計 算 書
（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

17,061,912 1,825,446 82,927,604 169,080,03235,608,511 31,763,599

14,430 14,430(20) 業 務 雑 収 入

107,040(19) 事 業 勘 定 受 入

1,018,150 1,018,150(18)
受 取 損 害 防 止
事 業 負 担 金

△107,040

(17) 損 害 防 止 収 入

(15) 賦 課 金

(16) 受 託 収 入

(13) 受 取 補 助 金

(14) 受 取 奨 励 金

(11) 法定積立金戻入

(12) 特別積立金戻入

(9) 支 払 備 金 戻 入

(10) 貸倒引当金戻入

(7)
連 合 会
特 別 交 付 金

(8) 責任準備金戻入

(6) 技 術 給 付 金

(単位：円)

(1)

(2)

共 済 掛 金

交 付 金

28,593,135

1,333,800 2,153

総 合業 務 勘 定
園 芸 施 設
共 済 勘 定

内 部 取 引
消 去

5,649,544 5,649,544

481,440

1,623,744

75,657,000 75,657,000

1,623,744

481,440

7,988,151 7,988,151

109,122 5,993,451

1,224,025 1,224,025

5,422,187 462,142

646,854 646,854

961,328 961,328

(5) 受取診療補塡金

1,335,953

12,035,096 11,261,637 3,851,264 1,445,138

7,449,183

271,186 30,443,644

7,449,183

6,558,679 11,627,156 11,986,623(3) 保 険 金

2 損益計算書

項 目

1.営業収益

農 作 物
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

△107,040



(4) 診 療 諸 掛

営業利益（営業損失）
（Ｃ）＝（Ａ）-（Ｂ）

22,944,484

495,941

1,594 726,770

(9) 業 務 勘 定 繰 入

(10) 支 払 賦 課 金

(11) 一 般 管 理 費

(12) 普 及 推 進 費

(6) 責任準備金繰入

項 目

2.営業費用

農 作 物
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

総 合業 務 勘 定
園 芸 施 設
共 済 勘 定

2,995,431 1,163,503

(3) 共 済 金 301,321

7,890,023

58,426,54221,862,267 13,318,470

2,163,558

138,221 9,676,670

2,163,558

850,416

9,042,508

107,040

1,826,224

67,873,553 67,873,553

7,182,300 7,182,300

410,700

1,826,224

1,125,190

18,000

410,700

(7) 支 払 備 金 繰 入

(8) 貸倒引当金繰入

1,125,190

(13) 損 害 評 価 費

(14) 損 害 防 止 費

850,416

(15) 負 担 金

(16) 業 務 雑 費

(単位：円)

(1)

(2)

保 険 料

技 術 料

4,887,298

7,890,023

(5) 無 事 戻 金

18,000

内 部 取 引
消 去

2,431,544 △293,619 4,491,637 6,749,558

17,164,317 1,603,045

△102,405 222,401

78,435,967 162,330,474

(17) 減 価 償 却 費

33,176,967 32,057,218営業費用合計（Ｂ） △107,040

△107,040



5.特別利益

(3) その他特別利益 36,000 36,000

36,000 36,000

6.特別損失

特別利益合計（G）

(1) 過年度損益修正損

(2) 固定資産売却損

(3) 減 損 損 失

(1)

(2)

過年度損益修正益

固定資産売却益

11,303 27,929(5) その他特別損失 16,626

△ 4,222,403

当年度純利益
（当年度純損失）

(Ⅰ)=(Ｃ）+（F）+(G）-（Ｈ）

当年度未処分利益剰余金
（当年度未処理欠損金） 2,414,918 △ 293,619 △ 6,566,103 222,401

11,303 27,929

2,414,918 △293,619 △102,405 222,401 2,241,295

特別損失合計（H） 16,626

△ 6,463,698 △ 6,463,698
前年度繰越利益剰余金
（前年度繰越欠損金）

(単位：円)

項 目
農 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

園 芸 施 設
共 済 勘 定

業 務 勘 定 総 合
内 部 取 引
消 去

(1) 業 務 勘 定 受 入

3.営業外収益

(2) 受 取 寄 付 金

(3) 受 取 利 息 390,652 390,652

390,652営業外収益合計（Ｄ） 390,652

(6) 業務引当金戻入

4.営業外費用

(3) 業 務 支 出 利 息

(2) 貸 倒 損 失

(5) 事 業 勘 定 繰 入

4,906,986 4,906,986(8) 業務引当金繰入

(7) 業 務 雑 損 失

△4,516,334
経常利益（経常損失）

（F）＝（D)-（E）
△4,516,334

営業外費用合計（E） 4,906,986 4,906,986



2,241,295

2,241,295

△293,619 △102,405 222,401

当年度末残高 2,414,918 △293,619 △4,222,403△6,566,103 222,401

(単位：円)

総 合業 務 勘 定
農 作 物
共 済 勘 定

項　　　目
園 芸 施 設
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

7,208,154

（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

△6,463,698

平 成 ２ ７ 年 度 津 市 農 業 共 済 事 業 剰 余 金 （ 不 足 金 ） 計 算 書

158,3906,634,846 414,918 △ 6,463,698 744,456

414,918 7,208,154

前年度末残高

当年度純利益
（当年度純損失）

2,414,918

222,401

414,918 158,3906,634,846

当年度変動額

△6,463,698

剰余金処分額 158,3906,634,846

不足金処分額

処分後残高
（未処理繰越欠損金）

3 剰余金（不足金）計算書

前年度処理額

2,414,918 △293,619 △102,405



既積立金総額（繰越不足金）と当期剰余金の合計197,064,119円を共済目的別の過不足累計額、水稲
165,986,469円（84.2296760274%）、麦31,077,650円（15.7703239726%）により配分し、この配分額から既積立金
を差し引いて得た共済目的別当期剰余金を次のとおり積み立てる。

(単位：円)

8,134,846

100,590,714

累 計

96,473,405

77,647,910

(単位：円)

適　　　　　　　　　　　用

法定積立金限度額
67,607,014円

法定積立金限度額
18,053,588円

　　　　　　　項　目
　　区　分

法 定 積 立 金 特 別 積 立 金

当 期

2,444,512

累 計

適　　　　　　　　　　　用

804,972

特 別 積 立 金

当 期 累 計
　　　　　　　項　目
　　区　分

法 定 積 立 金

家畜共済勘定

合 計 1,609,946

(単位：円)

大 豆
(一筆・半相殺)

累 計

ウ　畑作物共済勘定

(2)　剰余金処分額

ア　農作物共済勘定

水 稲

累 計

2,258,497

当 期

22,942,804

88,338,559

1,609,946

804,972

イ　家畜共済勘定

当 期

特 別 積 立 金

麦

　　　　　　　項　目
　　区　分

法 定 積 立 金

4 剰余金処分（不足金処理)計算書

平 成 ２ ７ 年 度 津 市 農 業 共 済 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書

(1)　当年度未処分剰余金

農 作 物 共 済 勘 定 円2,414,918

円

円

円

家 畜 共 済 勘 定

畑 作 物 共 済 勘 定

園 芸 施 設 共 済 勘 定 222,401

当 期 累 計

当 期
適　　　　　　　　　　　用

合 計

エ　園芸施設共済勘定

111,201 1,087,827 2,685,240
園 芸 施 設
共 済 勘 定

111,200

累 計
適　　　　　　　　　　　用

　　　　　　　項　目
　　区　分

法 定 積 立 金 特 別 積 立 金

当 期 累 計 当 期

(単位：円)

大 豆
( 全 相 殺 )



6,566,103畑 作 物 共 済 勘 定

園芸施設共済勘定

農 作 物 共 済 勘 定

家 畜 共 済 勘 定 293,619 293,619

(単位：円)

　　　　　　　　　項　目
　　区　分

法 定 積 立 金
に よ る 補 塡

特 別 積 立 金
に よ る 補 塡

補 塡 額 合 計 繰 越 不 足 金

園 芸 施 設 共 済 勘 定 円

(2)　未処理不足金処理額

家 畜 共 済 勘 定 293,619 円

畑 作 物 共 済 勘 定 102,405 円

平 成 ２ ７ 年 度 津 市 農 業 共 済 事 業 不 足 金 処 理 計 算 書

(1)　当年度未処理不足金

農 作 物 共 済 勘 定 円



(9) 退 職 給 付 引 当 金

850,416 850,416(7) 支 払 備 金

138,221 9,676,670(6) 責 任 準 備 金 9,042,508 495,941

(5) 前 受 収 益

(4) 未 払 金 15,250 1,474,983 212,909 6,576,232 8,279,374

(1) 一 時 借 入 金 5,715,687 215,091,882

3.流動負債

△220,807,569

資 産 合 計 285,418,608

減 価 償 却 累 計 額
( 差 引 ）

拠 出 金(３)

(3) 有 価 証 券

(4)

(1)

206,121,877 6,380,314

4,124,197

(5) 前 払 費 用

(6) そ の 他 流 動 資 産

(2) 205,930,101

206,121,877流 動 資 産 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金
( 差 引 )

2.固定資産

6,380,314

減 損 損 失 累 計 額
( 差 引 ）

(2) 無 形 固 定 資 産

(1)

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 計

281,237,4274,124,197

7,021,047 7,021,047

224,952224,952

△220,807,569

6,574,910 6,574,910

4,423,700

274,216,380278,397,561

4,423,700

△4,202,515

63,735 1,598,24165,881191,776 1,276,849

3,500,000 3,500,000

269,118,139

4,058,316 5,715,6875,103,465 △220,807,569一 時 貸 付 金

(単位：円)（平成28年3月31日現在）

5 貸借対照表

項 目

1.流動資産

農 作 物
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

総 合業 務 勘 定
園 芸 施 設
共 済 勘 定

平 成 ２ ７ 年 度 津 市 農 業 共 済 事 業 貸 借 対 照 表

269,118,139現 金 預 金

内 部 取 引
消 去

△220,807,569

△4,202,515

(2)

(3)

企 業 債

他 会 計 借 入 金



　３　会計基準変更時の退職給付引当金差異(62,109,313円）について、15年による按分額を費用処理を行い、
　　端数においては最終年に処理するものとする。

　４　内部取引処理の欄は、業務勘定と各事業勘定との間に貸借に関する内部取引を貸借対照表から消去する
　　ためのものである。

長 期 前 受 金

(１)

98,098,582

2,574,040

(1)

(１) 企 業 債

3,994,070 3,994,070

1,970,9249,057,758 229,162,184 26,300,530

(7)

6.資本

(8)

利 益 剰 余 金

(4) 退 職 給 付 引 当 金

5.繰延収益

負 債 合 計

(5) 修 繕 引 当 金

長期前受金収益累計額

（ 差 引 ）

項 目
農 作 物
共 済 勘 定

畑 作 物
共 済 勘 定

家 畜
共 済 勘 定

流 動 負 債 計

(10) 賞 与 引 当 金

(13) 業 務 引 当 金

注１　有価証券の評価方法は、期末帳簿価額（原価法）をもって期末評価額としている。

　２　固定資産（償却資産）の減価償却の方法は、定額法によって取得の翌年度から行っている。

3,500,000 3,500,000

194,649,201 4,703,009 3,550,666 202,902,876

351,130

(2) 他 会 計 借 入 金

業 務 引 当 金

法 定 積 立 金

6,566,103

8,537,249 8,537,249

56,256,42456,256,424

(単位：円)

(14) そ の 他 流 動 負 債

47,719,17547,719,175

総 合業 務 勘 定
園 芸 施 設
共 済 勘 定

104,804,294

94,863,459 2,258,497 976,626

9,057,758 1,970,924 6,566,103 351,130 285,418,608 82,556,954

△6,566,103

特 別 積 立 金 2,444,512

2,414,918

(2) 2,414,918

繰越利益剰余金年度末残高

当年度未処分利益剰余金

99,785,742

4,124,197 285,418,608

資 本 計

4.固定負債

固 定 負 債 計

農 家 拠 出 金

281,237,427206,121,877 6,380,314

△102,405

197,064,119 4,409,390 △6,566,103 3,773,067

222,401 2,241,295

222,401 △4,222,403

内 部 取 引
消 去

△220,807,569

△220,807,569

△220,807,569

198,680,473

負 債 資 本 合 計

△6,463,698

当 年 度 純 利 益
(当年度純損失)

△293,619

△293,619

(当年度未処理欠損金)

△6,463,698
(繰越欠損金年度末残高）



津市告示第２１９号 

下記の者の平成２８年度後期高齢者医療保険料納入通知書は、住所居所不明

のため送達することができないので、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）第１１２条により準用する地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示送達する。 

なお、この公示送達に係る関係書類は、津市健康福祉部保険医療助成課で保

管し、送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２８年１２月９日 

津市長 前 葉 泰 幸   

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

○○○○○○○○○○○○○○  ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○○○○○○○ ○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○ 

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○ 



  

津市告示第２２０号

下記に係る国民健康保険被保険者証は無効であることを告示する。     

平成２８年１２月９日

津市長 前 葉 泰 幸  

    

記

国民健康保険被保険者証

記号番号 交付年月日 無効となった日

８１４９７０３ 平成２８年１０月１７日 平成２８年１１月２８日

９２０４９４９ 平成２８年１０月１日 平成２８年１１月１２日

９２２１８４８ 平成２８年１０月１日 平成２８年１１月２８日



津市告示第２２１号 

平成２８年産麦に係る農作物共済（災害収入共済方式）の共済金の支払額を

決定したので、津市農業共済条例（平成１８年津市条例第１８５号）第４１条

の規定により、農作物共済加入者ごとに共済金の支払額、農作物共済減収量、

共済金の支払期日及び共済金の支払方法を次のとおり公表する。 

平成２８年１２月１２日 

津市長 前 葉 泰 幸   

共済金支払額、減収量等一覧 

加入者 地域 地区 
共済金支払額

 （円）

減収量 

(㎏)
支払期日 支払方法

Ａ 津 安東 53,094 3,587 

平成28年 

12月12日 
口座振込

Ｂ 津 神戸 693,527 39,266 

Ｃ 津 櫛形 55,142 3,434 

Ｄ 津 櫛形 534,703 16,093 

Ｅ 津 櫛形 76,356 1,427 

Ｆ 芸濃 椋本 258,991 5,086 

Ｇ 芸濃 安西 416,125 24,944 

Ｈ 芸濃 安西 269,155 3,166 

Ｉ 安濃 草生 956,251 60,939 

Ｊ 安濃 草生 1,266,258 18,091 

Ｋ 安濃 村主 336,132 3,955 

Ｌ 安濃 村主 170,515 3,750 

Ｍ 安濃 安濃 176,107 2,556 

Ｎ 安濃 安濃 160,489 3,197 

Ｏ 安濃 安濃 269,506 4,142 

Ｐ 美里 高宮 106,962 7,358 

Ｑ 美里 辰水 23,230 1,259 

Ｒ 一志 波瀬 12,970 1,005 

Ｓ 一志 川合 2,594,715 28,045 

Ｔ 一志 高岡 3,061,444 42,729 

２０人 計 11,491,672 274,029



津市公告第１７４号

 平成２８年津市公告第１６３号の公売に係る公売財産の最高価申込者を下記

のとおり決定しましたので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３３１

条第６項の規定において、その例によることとされている国税徴収法（昭和３

４年法律第１４７号）第１０６条第２項の規定に基づき公告します。

  平成２８年１２月２日

津市長 前 葉 泰 幸

記

別紙のとおり



自動車登録番号
車台番号

最高価申込者の
決定年月日

売却決定
日　時 平成２８年１２月９日　　１０時００分

不　動　産　等　の　最　高　価　申　込　者　の　決　定　の　公　告

Ｈ１８年式デミオ　エアロアクティブ　５２，５３８ｋｍ　車検切れ

最高価申込価額

黒川　政信

最高価申込者の
氏名又は名称

６９，０００円

売却区分番号

ＴＮ２８－０４

平成２８年１２月２日

公売財産の名称、　数量、　性質及び所在

場　所 津市役所政策財務部収税課

三重　５３２　＊　＊＊＊＊
ＤＹ３Ｗ－４５７５３２



津市公告第１７５号

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。

  平成２８年１２月６日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 抑留日  平成２８年１２月１日

２ 抑留期間 平成２８年１２月９日まで

捕獲した場所 種類 毛色 性別 体格 年齢 その他

津市雲出本郷町 雑種 茶 雄 中 ９１日以上 首輪あり 

３ 連絡先  津市環境部環境保全課

        電話 ０５９－２２９－３２８２

     津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課

        電話 ０５９－２２３－５１９２



津市公告第１７６号

 津市農業振興地域整備計画を変更しましたので、農業振興地域の整備に関す

る法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する同法第１

２条第１項の規定により、次のとおり公告します。

  平成２８年１２月７日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 変更の内容

  農地から農業用施設用地への変更

２ 変更場所

土 地 の 所 在 地 積 

(㎡) 

変更面積

(㎡)

用 途 区 分

大 字 字 地 番 変更前 変更後

芸濃町

北神山
上前興 1891番 1 244 244 農地 

農業用施設

用地 



津市公告第１７７号

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定

により、津市農用地利用集積計画を定めましたので、同法第１９条の規定によ

り公告します。

  平成２８年１２月９日

津市長 前 葉 泰 幸  



津市公告第１７８号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成２８年１２月１２日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  平成２８年１２月７日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市殿村字鍛冶屋垣内１５３５番、１５３６番 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  滋賀県蒲生郡日野町里口３７番地 

  株式会社伊藤佑 

  代表取締役社長 伊藤 侑祐 



津市公告第１７９号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成２８年１２月１２日 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

１ 工事完了年月日 

  平成２８年１２月８日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市藤方字中八木田１８５４番１ 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市藤方１３０５番地 

  原田 正志 



津市公告第１８０号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成２８年１２月１５日 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

１ 工事完了年月日 

  平成２８年１２月１３日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市河芸町東千里字東番場１２１３番 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  静岡県静岡市駿河区大坪町２番２６号 

  太陽建機レンタル株式会社 

  代表取締役 真鍋 貢 



津市公告第１８１号 

 三重短期大学の教員を次のとおり募集します。 

  平成２８年１２月１５日 

                     津市長 前 葉 泰 幸   

１ 採用職 

助教 

２ 専門分野 

栄養学、食品学、栄養教育論、給食管理論 

３ 担当業務 

 上記分野にかかわる教育、研究活動 

 栄養士養成課程における実験実習科目の補助 

４ 採用人員 

１名 

５ 応募資格 

  以下の 及び の条件を満たす者 

 管理栄養士の資格を有する者 

 修士以上の学位を有する者（採用時までに取得見込みの者を含む。） 

６ 採用時期 

平成２９年４月１日（予定） 

７ 給与 

津市職員の給与に関する条例等の定めるところによる。 

８ 定年 

６５歳（三重短期大学教員の定年に関する規程の定めるところによる。） 

９ 公募締切 

平成２９年１月３０日（月）（午後５時までに必着のこと。） 

10 面接日 

平成２９年２月１８日（土）（面接者には２月８日（水）又は２月９日 

（木）に電話又はメールで連絡します。交通費は支給しません。） 

11 提出書類 

 応募書類一覧表 

 履歴書（写真を貼付し、連絡先を明記してください。） 



 教育研究業績一覧表 

 主要な著書、論文等の別刷り又はその写し５点以内 

 研究業績のうち主要なもの３点の概要（各８００字程度） 

 教育・研究に関する抱負（１，０００字程度） 

 管理栄養士免許証又は登録証の写し 

 最終学歴を証明する書類（学位記の写し可） 

＊ 推薦状がある場合は添付してください。 

＊  の教育研究業績書は指定の様式を使用してください。なお、本学ホ

ームページ（http://www.tsu-cc.ac.jp）よりダウンロード可能です。 

12 選考方法 

本学教授会において審議のうえ決定します。 

13 その他 

採用後は津市又はその周辺等に居住できること。 

14 書類提出先 

〒５１４－０１１２ 三重県津市一身田中野１５７番地 

三重短期大学学長宛 

（封筒の表に、「食物栄養学専攻専任教員応募書類在中」と朱書きしてく

ださい。） 

15 問い合わせ先 

三重短期大学 大学総務課総務担当 

電 話 ０５９－２３２－２３４１（代） 

ＦＡＸ ０５９－２３２－９６４７ 

Ｅ-ｍａｉｌ  232-2341@city.tsu.lg.jp 

（ただし、問い合わせは原則としてＦＡＸ又はＥ-ｍａｉｌとします。) 



津市上下水道事業告示第４０号 

  津市水道事業給水条例（平成１８年津市条例第２２２号）第１１条第１項及

び第４項の規定により、津市水道局指定給水装置工事事業者を次のとおり指定

したので、津市水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１８年津市水道事業

管理規程第１４号）第１０条第１号の規定により告示する。 

  平成２８年１２月５日 

津市上下水道事業管理者 佐 治 輝 明 

名  称 所 在 地 指定年月日 

株式会社大栄管清

土木 

鈴鹿市柳町１４４７番地 平成２８年１１月２２日



津市教育委員会告示第１３号

 教育委員会を次のとおり招集する。

  平成２８年１２月１５日

       津市教育委員会

                      委員長 庄 山 昭 子

１ 招集の日時 

平成２８年１２月１６日（金） 午後２時から

２ 招集の場所 

教育委員会室

３ 会議の事件 

 津市教育委員会点検・評価について

 津市通学区域審議会委員の委嘱替え等について



津市選挙管理委員会告示第９０号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項及び第７５条第１項

並びに市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）第４条第

１項及び第５条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の５０分の１の数、

同法第４条第１１項及び第５条第１５項の規定による選挙権を有する者の総数

の６分の１の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条

第１項、第８６条第１項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の

３分の１の数を次のとおり告示する。

平成２８年津市選挙管理委員会告示第７５号は廃止する。

平成２８年１２月２日

津市選挙管理委員会

委員長 坂 口 賢 次

１ ５０分の１の数     ４，６４５人

２  ６分の１の数    ３８，７０５人

３  ３分の１の数    ７７，４１０人 


